
印紙税を廃止すべきとの意見、印紙税のあり方を見直すべきとの要望 

 

 

○ 公益社団法人 日本租税研究協会 

・ 令和４年度 税制改正に関する租研意見（令和３年９月 10 日） 

  「印紙税は、契約書や金銭の受取書(領収書)などの文書に課税されるが、一

方、インターネット上の電子商取引やデータによる電子書類は、印紙税の課税

対象とはならない。インターネット販売の拡大など、経済取引のペーパーレス

化が進行する中で、こうした課税上のアンバランスはますます大きくなって

おり、課税の公平上、問題であることから印紙税全体について廃止を検討する

必要がある。」 

 

○ 経済産業省 

・ 令和４年度税制改正要望（令和３年８月） 

  「印紙税は経済取引における契約書や領収書等に対して課せられる文書課

税であるが、近年の電子取引の増大等を踏まえ、制度の根幹からあり方を検討

し見直す。」 

  「経済取引に伴う事務的負担及び税負担を公平かつ簡素にすることにより、

国内経済の活性化を実現する。」 

「① 印紙税が創設された明治６年以降、経済実態の変化に伴い、金銭等の

受取書については、中小企業の取引実務にも配慮して免税点（５万円未

満）が設けられている。他方、経済取引の数は莫大に増えており、印紙

税に係る事務コストや税負担が、中小零細企業を始め、企業にとって無

視できないコストとなっているとの指摘がある。 

② また、電子取引などに対して印紙税は課税されないなど、取引手段の

選択によって課税の公平性が阻害されているとの指摘もある。 

③ 特に、小売・物販業等においては、近年、カード決済が増大してきて

おり、印紙税が取引実態の変化に対応できていないとの指摘も強い。」 

「電子商取引など印紙税の対象とならない取引と、引き続き印紙税の対象 

となる取引との間の公平性について検証し、制度のあり方を見直すことは妥当

である。」 

「平成 22～令和３年度要望で検討事項として要望。」 

別 紙 


